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1. 第３回研究会の振り返り

2. グローバルビジネスを展開する企業体における組織の在り方

3. 補論：ファイナンス

✓ 日本企業のファイナンス部門の現状とデータドリブン経営の必要性
✓ ファイナンス部門が果たすべき機能

4. 補論：デジタル

✓ IT部門が果たすべき機能

（参考）HR部門が果たすべき機能
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第３回研究会の振り返り 1/2

＜HR＞
⚫ 伝統的な日本企業における人事評価は上に偏りやすく、厳しい評価を付けない。デモグラフィックの影響もあり、

徐々に社内世論を変えていくことが必要。タレントレビューと日頃のパフォーマンスレビューの違いをすべて可視
化し、評価との整合性を問うていくなどの取組が重要。

⚫ 年功序列的な報酬制度をやめて、通常とは別トラックの階段を選ばせる仕組みを作っていくべきで、今の若
年層は動きが出てくるのではないか。一方で、平等主義や外様に対する警戒感といった文化的な裏バリューを
かなり意識して壊さないと成功しない。

⚫ 日本企業でも中途採用が増えてきていて良い傾向。

⚫ グローバルで同一労働同一賃金ではない企業では、アメリカに行くと給与が上がる。子育ても海外でしたい人が
すごく多い。日本で日本人が頑張ってくれるというのは難易度が上がっているのではないか。雇用の在り方を
「日本雇用」にすると、労働法からベンチマークする賃金レベルも含めて太刀打ちできない。日本はベンチマーク
で圧倒的に報酬が低い中で、日本だけがハンディキャップを背負っている状況。

⚫ 日本の労働市場の魅力は安価で良質で、割と均質な人材は取れるが、本当のグローバル人材や競争的な
人はどんどん取れなくなってきている。

⚫ 日本企業では部下を持つタイミングが年齢的に遅く、マネジメント経験も意思決定も遅すぎる問題がある。
外資系だと20代後半30代前半で必ず部下を持つ。

⚫ 外資系企業ではキャリアディベロップメントプランを自分で作るが、日本企業ではそういったものが可視化され
ていないため、可視化することが第一歩となる。加えて、上司部下の関係を超えて客観的な立場からそのサ
ポートを行っていくためには、HRBPの機能が不可欠。

⚫ マクロで言えば人口は必ず減るため、シニアも含めて労働人口を活用できるようにしていくことが必要。どうせ
人がいないので雇用調整はやるべきではなく、リスキリングをどこまで真剣にやらせるかが求められている。
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第３回研究会の振り返り 2/2

＜コアバリューを中核とした組織能力＞
⚫ 日本は村社会なのでミッション・ビジョン・バリュー（MVV）ということを意識してこなかった。グローバルにビジ

ネス展開が進む中で、共通の価値観を持つことは組織にとって一番重要。行動の指針となっているMVVを再
認識・確立し、浸透させることが企業としての一体感を醸成し、最強のリスク管理となる。

⚫ ミッションとかビジョンはある程度書ける。将来こうなりたいと思っていること。ただバリューというのは将来ではなく
「今」。「今」その行動規範が社員に身についているかということ。

⚫ 問題を抱えた企業の企業風土にはネガティブな意味で「裏バリュー」が存在。「裏バリュー」が染みついてしまっ
ていると、本当の意味で「コアバリュー」にひっくり返すには相当エネルギーがいる。

＜グローバルの組織運営＞

⚫ 先進的なグローバル企業では、法人格とは無関係に事業軸で運営。事業のグローバルHQはバーチャル。

⚫ 事業運営のSOP（Standard Operating Procedure）は、ビジネスのリーダーシップの下でHRBP、ファイ
ナンス（FP&A）、リーガル、ITまで入って統一的に組まれる。

⚫ 日本企業ではビジネスユニットを中心とした考え方が強い。CxO体制に移行し、要件定義を言語化して合意し
ないと、機能本部担当役員になってしまう。レポートラインという考え方やグローバルに横軸を刺すという考え
方が浸透していかないと、コーポレート的にマトリクスを作れない。

⚫ 日本企業は会社を作りたがる。かつてはポジションを確保する意味合いがあったかと思うが、グローバルの競争
の中ではそこまで余裕がないのではないか。実は国内子会社のガバナンスの方が海外子会社よりも効いてい
ないことがある。どんなに小さくても子会社にスタッフ機能があり固定費が重複。企業グループが中小企業の集
まりとなってしまっていることが、競争力を削いでいる可能性。
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経営組織のバーチャル化の進展

⚫ 1990年以降のICT（半導体、ネットワーク、仮想化等）の劇的な発展に伴い、コンピューティング
リソースは物理的な制約から解放されクラウド化が進展。

⚫ 経営の各機能・事業を実態化する組織の在り方も、物理的な拠点に集中していることの必要性
が低下。特に、グローバル企業においては国境を越えて最適に企業内のレポートラインを設計する
必要性が強まり、テクノロジーの進化とも相まって、いわば”組織のバーチャル化”が進展。
（本来的に組織は物理的な”場”に紐付く必要はないため、技術があるべき姿を可能にしたと考えられる。）

経営組織のバーチャル化

物理的境界に規定された
ピラミッド型組織

国内子会社

本社

生産・開発拠点

社長

工場長 工場長

子会社
社長

海外現法

C-Suite, CxO

事
業
ト
ッ
プ

物理的境界に縛られず
最適なレポートライン・
権限が設計された組織
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“バーチャル化された経営組織”の特徴

⚫ 先進グローバル企業では、”バーチャル化された経営組織”において人的資本を最大活用する観
点から人員配置、レポートライン、権限委譲、ジョブディスクリプション等を設計。（例えば、ある
事業部門のトップが現地法人のトップを兼ねる、あるいはFP&AがCFOと事業部門トップにデュアル
レポーティングするといったマトリクス構造が見られる。）

⚫ 一方で、物理的な組織に紐付くリーガルエンティティの役割は最小限に抑制。

経営組織のバーチャル化
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“バーチャル化”によるビジネスプロセスの最適化・データ活用

⚫ 本来、End-to-Endでの最適なビジネスプロセスは、当然ながら物理的な境界や組織の壁を越え
て設計されるべきもの。一方で、こうした壁が高いと、その設計や全体把握すら難しくなる可能性。

⚫ 米欧企業はH/W、S/W両面でのデジタル技術の進展とともに、経営組織の”バーチャル化”を図り、
ビジネスプロセスの最適設計を進めてきたからこそ、DX、データ活用も進んでいるとも言える。

調達 生産 物流 販売

事業A

調達 生産 物流 販売

事業B

調達 生産 物流 販売

事業C

CSCO等

組織の壁を越えたプロセスオーナーの設定（製品提供プロセスの例）

：プロセスオーナー

出所）第３回グローバル競争力強化に向けたCX研究会事務局提出資料を編集

物理的境界や
組織の壁
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“組織の壁”がもたらしている日本企業の”子会社問題”

⚫ 子会社を増やす理由として、a) 規模の不経済への対応（マネジメント単位の分割）やb) 内
部労働市場の要因（子会社への出向・転籍を通じた賃金抑制やポストの確保）が指摘される。

⚫ 子会社の経営は基本的に親会社の人員（兼務・出向・転籍）によって執行されている傾向。
グループ全体での人材の最適配置、活用、育成を阻んでいる可能性。

⚫ 欧米企業グループではHQを中心に人事・報酬制度がジョブベースで統一的に運用される一方、
日本のグループ会社では“組織の壁”によってこれらがリーガルエンティティごとにバラバラ。

子会社経営者に関する親会社との人的関係

出所）伊藤秀史、菊谷達弥、林田修（2002）「子会社のガバナンス構造とパフォーマ
ンス ー 権限・責任・モニタリング」伊藤秀史（編）『日本企業 変革期の選択』
p241

注：2001年1月に実施されたアンケート調査結果。サンプルは電機産業の上場企業が
有する子会社・関連会社2,581社で回答企業数は713社（製造50.7%、販売
13.3%、サービス33.6%）。

親会社の人員

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中核子会社の社員の決定

購入・調達先及び納品・販売先の決定

他社との事業連携やM&Aの決定

孫会社の新規設立の決定

外部からの資金調達の決定

既存事業からの撤退決定

新規事業への進出決定

重要な組織変更の決定

中長期計画の決定

新製品・新技術の開発決定

年度予算・事業計画の決定

人事制度の設計や運用の決定

n=835（国内）
n=629（国外）

国内：■本社が決定 ■本社の意向を多く反映 ■子会社の意向を多く反映 ■子会社が決定 

国外：■本社が決定 ■本社の意向を多く反映 ■子会社の意向を多く反映 ■子会社が決定 

国内・国外の中核子会社に関する本社の意思決定関与状況

出所）METI(2018）「コーポレートガバナンス改革への取組等に関する実態調査」

https://dl.ndl.go.jp/view/prepareDownload?itemId=info%3Andljp%2Fpid%2F11222350&contentNo=1
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（参考）国内子会社の構造的問題

⚫ 連結決算の考え方が導入された時期が遅かったこともあり、企業グループ内のそれぞれの子会社に
おいてフルセットで機能を持つ「連邦経営」が未だに残っている（経営層やキーポジションへの出向
を通じて間接的に本社の方針が影響。一方、組織や予算、人事、中計等の決定は子会社の自
治に任されており、結果としてグループ全体でバラバラな仕組みとなり、固定費が利益を圧迫）。

日本企業の親会社ー子会社関係における特徴と問題点

出所）Recruit Works (2020) “グループ経営の人事”より経済産業省作成

＜特徴＞
① 本社が上、子会社が下という上下関係（”家”の格）。
② 同一グループの中で報酬水準が異なり、ジョブベースでは

なくエンティティベース（本社が上、子会社が下。）
③ 人事評価が（ほとんど年次でしか）できていない中で成果

を出せていない人材を出向という形で人件費をコント
ロール。（①②がこれを可能とする）

＜問題点＞
① 人材が可視化されておらず、グループ全体での人材の最

適配置が困難。
② 経営層を含め主要ポジションを親会社からの出向者が占

め、キャリアパスが見通せずプロパーのモチベーションが低下。
③ 親会社は子会社を放任する傾向である一方、出向者の

存在により自由度が小さい。プロパーがオーナーシップを持
てない。

日本企業の本社と子会社の関係

経理

人事

法務
：

C-
Suite

親会社

経理

人事

法務
：

事業

経理

人事

法務
：

事業

経理

人事

法務
：

事業

子会社B子会社A 子会社C

グループ内に同一機能を
持つ間接部門が重複

分断 分断

親会社からの統治は弱く、
全社横断的なシステム・ルールは未整備

出所）NRI（2011）「NRI Management Review」、Deloitte（2012）「グロー
バルビジネスにおける経営管理」などを参考にNTTデータ作成

https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/publication/m_review/2011/nmr26.pdf?la=ja-JP&hash=E97F985BD8FDBD4957957CB63C01583404738E92
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/finance/articles/cfos/business-management.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/finance/articles/cfos/business-management.html


国
グループ企業数

ランキング各国別
企業名 グループ企業数 売上高

１位 日立製作所 612 10,881,150

２位 パナソニックHD 550 8,378,942

３位 日本製鉄 522 7,975,586

１位 Abbott Laboratories 793 5,723,345

２位 PepsiCo Inc 761 11,326,855

３位 Pfizer Inc 671 13,154,266

１位 Siemens AG 1331 12,276,893

２位 LVMH Moet Hennessy Louis Vuitton 1124 11,110,674

３位 Nestle SA 893 13,392,396

日本

米国

欧州
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企業グループ子会社に集中するリソース

⚫ 国内の製造業では6割の人材が企業グループに属する企業に従事し、８割の売上高を創出す
るなど、全産業と比較しても特に企業グループを形成する企業群にリソースが集中している。

⚫ 米欧企業に比べ日本の大手製造業の子会社数がとりわけ多いわけではないが、問題はその持ち
方にある（緩やかな連邦経営であり、エンティティベースで経営）。

→ 大企業は企業グループという形で意図せず人材、技術、資金などを抱え込んでしまっている
可能性。企業の国際競争力のみならず、日本の立地競争力の観点からも、こうしたリソース
を解放する意義は大きい。

主要製造業企業における子会社数の比較 (製造業売上高上位30位)

出所）平成26年経済センサス基礎調査／確報集計／企業等に関する集計か
ら経済産業省作成

注：ローレンツ曲線は模式的に描画したものであり数値に基づくものではない。

企業グループに属する会社数と売上高のシェア

企業グループに属する会社数
と売上高のシェア：
• 製造業 3.0%の企業が
83.4%の売上を創出

• 全産業 4.6%の企業が
71.6%の売上を創出

グループ会社数（多）グループ会社数（小）

出所）RefinitivよりNTTデータ集計、グループ会社には子会社、関連会社、合弁会社含む、欧
州はEU先進16か国＋非加盟先進4か国。売上高は2023年10月取得のFY0時点。

(グループ会社数)

(分布企業数)
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グローバル・ワンカンパニーの実現に向けて

⚫ 日系大手製造業は国内子会社と海外現法それぞれに異なる根深い構造的問題を抱えているが、
共通するのはエンティティベースで完結を目指す組織設計思想にあり、根底には個人の社会的
資本が「集団成員との実際の接触の長さ」に比例する※という社会構造が影響している可能性。
※中根千枝（1967）「タテ社会の人間関係」

⚫ CXの究極的な目的は、ビジネスの成長⇒組織の巨大化⇒分社化による経営の複雑化の低減
⇒連邦経営による個別最適（ゲリラ戦）というこれまでの流れを断ち切り、グローバル・ワンカンパ
ニー（多数のエンティティがあたかも１つの企業体であるかのように振る舞う）の実現にある。その
鍵を握るのは境界を越えて機能するファイナンス、HR、デジタルであり、そのための組織設計。

⚫ これらが整うことによって初めて、ワンカンパニーの視点からのポートフォリオ組み替え（売却・買
収）が可能となる。

組織設計

ファイナンス

HR

デジタル

• 物理的境界に囚われない
バーチャル組織

• レポートライン・権限設計

• グローバル・グレーディング、キーポジショ
ンの設定・管理

• HRの可視化、公平性・透明性確保

• アーキテクチャに基づく組織の壁を越え
たプロセス可視化・標準化・最適化

• 統合的なマスターデータ管理

• エンティティ単位を超えたプロダクト・
サービス単位での原価・利益の把握

• データに基づく事業評価・戦略立案
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（参考）タテ社会の特徴とヨコ社会と親和性の高いデジタル化

タテ社会 ヨコ社会 ×デジタル

基本的特徴 • 組織（＝家）中心の社会
• エモーショナルな関係性
• 個の組織への埋没
• 複数の集団への所属は困難
• 能力平等観

• 資格中心の社会
• 契約による関係性
• 個の自立とつながり
• 複数の集団への所属が通常
• 能力差があるのは当然

• デジタル化→モジュール化→エコシステ
ム形成→組織戦から個人戦へ：
従来の「家」としてのカイシャの位置づけ
が変化

組織 • ヒエラルキー型、セクショナリズム
• タテの情報伝達が早く、一体的
• M&Aは呑流型

• ネットワーク型 • 各組織で独自のシステムを構築しがち
（自前）、組織の壁を越えるデジタル
のメリットを享受しにくい

意思決定 • 稟議性（ボトムアップ）
• 階層的

• 双方向
• フラット、マンデート

• データドリブン

リーダーの役割 • 和の維持、ゲマインシャフト的 • 目的の達成、ゲゼルシャフト的 • リーダーが末端と接続、中間層の省略

雇用 • メンバーシップ型
• 流動性が低い・終身雇用
• 年功序列

• ジョブ型
• 流動性が高い
• 能力評価

• 情報の非対称性は低減
• 地理的な制約も低減

商取引 • 固定的（ケイレツ）
• 業界の垣根が高い

• 契約ベース・市場原理
• 業界の垣根が低い

• サプライチェーン情報がデジタル化
• ダイナミックな組み替えが可能に

競争 • 自前主義、ワンセット主義
• 並立する存在との競争
• 過当競争に陥りがち

• 分業主義 • 個人をベースにリソースが疎結合

イノベーション • クローズドイノベーション
• 集団の構成員のパーソナリティが類

似

• オープンイノベーション
• 多様な個が確保されやすい

• デジタル化によりモジュラー化が加速し、
棲み分け・役割分担を通じたエコシス
テム形成が促進

人材育成 • タテ型OJT • 創発型の学習 • 必要なコンテンツがオンデマンドで提供
される
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コーポレートガバナンスとエンタープライズ・リスクマネジメント

⚫ コーポレートガバナンス（CG）は、エンティティベース（法人格）でのルール。

⚫ グループ経営に当たっては、CGの監督と執行の関係だけでは不十分であり、執行レベルのグルー
プ全体の経営の仕組みとして、エンタープライズ・リスクマネジメント（ERM）の考え方が必要。

株主

取締役会

執行経営会議

親会社（株主）

子会社 合弁会社

孫会社

CG：法人格（External）

グループ会社法人格ガバナンス

監督

監督

監督

執行

執行

執行

監督
執行

ERM 執行・事業軸（Internal）

親会社（株主）

子会社

孫会社

合弁会社

法人格を超えた執行の一体経営
執行経営会議（CEO、CXO等)
事業部
コーポレート機能
親会社・子会社・孫会社・合弁会社

One Company

（出所）橋本委員ご提供
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（参考）COSO ERM (Enterprise Risk Management)

• リスクマネジメント活動は、組織の戦略的な活動
• 組織の戦略遂行に合わせて、効果的・効率的な

リスクマネジメントの実践

• 戦略と整合しない可能性(Possibility of strategy not aligning)

• 選択された戦略からの示唆 (Implications from the strategy chosen)

• 戦略とパフォーマンスのリスク(Risk to strategy & performance)

（出所）COSO, wbcsd（2018）「全社的リスクマネジメント」
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1. 第３回研究会の振り返り

2. グローバルビジネスを展開する企業体における組織の在り方

3. 補論：ファイナンス

✓ 日本企業のファイナンス部門の現状とデータドリブン経営の必要性
✓ ファイナンス部門が果たすべき機能

4. 補論：デジタル

✓ IT部門が果たすべき機能

（参考）HR部門が果たすべき機能
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日本企業のファイナンス機能の現状①

⚫ 管理会計担当者の役割は、米欧企業に比較して日本企業においては”ビジネスパートナー”とし
ての役割が様々な機能部門へ分散され、CFO機能部門に集約されていない。

海外の管理会計担当者の役割の現状と変化

米国
• 1900年代からピジネスパートナーの役割に変化。
• ただし財務会計重視の流れがあり、大学・大学院などで、より管理
会計教育の強化が必要。

英国
• 金融業の発達により、企業価値を高めるCFOやManagement 

Account の役割が重要視されている。
• ビジネスパートナーへの役割変化も見られる

カナダ
• 管理会計業務を含む公認会計士に対して、ビジネスパートナーに

なろうという方向性が打ち出されている。

フランス

• 事業管理者が計数管理もしており、管理会計担当者を歓迎しな
い。職業として確立していない。経営学を専攻した人が多く、会計
を専攻した人は少ない。

• ビジネスパートナーへの役割変化は推奨されている。

ドイツ
• コントローラーは事業部門にいて、事業支援の役割が強い。
• ビジネスパートナーへの役割変化の見通しも高まっている。コントロー
ラーは高度な教育を受け、需要が高い職業である

日本

• ビジネスパートナーとしての役割が経理部門・経営企画部門・事
業企画部門・工場経理など様々な部門へ分散され、有機的に連
携できていない。

• 管理会計担当者を統括する組織はなく資格・支援団体もない。

伝統的な経理財務業務からビジネスパートナーとしての活動へ

伝統的な経理財務部門の活動 ビジネスパートナーとしての活動

プランニング(予算の記録係)

• トップダウンの数値を元にフォーキャスト
や予算を作成し、事業部門に提出

• 事業部門からのインプットは加味せず、
協力もしない

• 年度内に予算配分の再検討はせず

予実分析報告

• 定型的な情報を月次の定例報告の
場で全社に提出。予実の説明に終始
し、分析や洞察は提供しない

• 非財務観点（商品,組織ごと）での
報告には多くの手作業を要する

分析

• 決算結果に基づき、何が起きたかを
経営陣にのみ報告

• 全社視点のポートフォリオは考慮せず、
個別の事業部門に対して投資案件の
評価・決定を行う

統合的プランニング(戦略的支援)

• 長期戦略を短期の業務活動・財務
成績に関連付ける

• 作成した計画を用いて事業部門と
ディスカッション

• 年度内でも適切に資源を再配分

業績管理報告

• 価値ある情報を適切なタイミングで必
要とする部門に提供。事業部門がそ
れを意思決定に活用

• 情報収集・レポート作成は極力自動
化し、利用者が自身で詳細を検索可
能なように設計

意思決定の支援

• 今後何が起きるかを予測し、オプショ
ンを提示

• ファイナンス部門と事業部門が協力し、
全社のポートフォリオ構築に貢献する
事業計画を作成

出所）池側千絵（2020）”日本企業の管理会計担当者の役割は変化しているのか”、プロフェッショナル会計学研究年報第13号等を基にNTTデータ作成
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日本企業のファイナンス機能の現状②

⚫ 経理・財務部が主導/深く関与している活動として、予算管理に関するもの（≒バックオフィス的
な役割）が主となっており、ビジネスパートナーとしての活動は低調。

単年度予算の編成

各事業部の単年度予算の編成と進捗管理

中期経営計画の策定

単年度予算の進捗管理

一般管理費・販売費の管理

中期経営計画の進捗管理

設備投資可否判断・結果分析(投資対効果分析)

M&A戦略・提携戦略推進

ビジョン・事業領域の設定・再設定

新商品・サービスの原価目標・価格設定提案

経営会議の運営と資料取りまとめ

商品・店舗等細かい単位の損益実績報告と分析

原価低減の為の分析・資料提供・プロセスリード

広告費・販促費等の投資判断・進捗管理・効果測定

市況・競合・現場データなどの非財務情報収集・共有

原価予算設定と進捗管理

商品・店舗等の損益分析・運営改善・継続判断・提案

新規事業計画推進

プラン
ニング

経理・財務部門による管理会計業務への関与割合

予実
分析
報告

分析

統合的
プラン
ニング

業績
管理
報告

意思
決定

の支援

伝統的な
経理部門
としての
活動

ビジネス
パートナー
としての
活動

CFO部門が関与し
ている割合（%）

FP&A
経営戦略・事業戦略の立
案、それを実行するための計
画立案と分析

→ 特に、統合的プランニン
グにおける原価に踏み込ん
だ関与や、業績管理報告に
おける市況・競合・現場情
報の共有、意思決定の支
援における商品・店舗レベル
や新規事業での意思決定
支援に関与できていない

アカウンティング
制度会計対応のみならず
計数管理に必要な財務数
値を提供

→ 比較的関与度合いは
高い

出所）日本CFO協会「CFO FORUM第90号（2018年1月号）に基づきNTTデータ作成



18

（参考）連結経営管理に関する法整備の歴史

⚫ 連結決算やセグメントの決算開示に関わる法整備は米国⇒欧州⇒日本という順序で進んできた。

⚫ 日本において、制度面から事業や地域での連結経営管理が本格的に問われたのは2010年か
らであり、欧米企業のような連結ベースでのマネジメント・コントロール・システムが遅れている。

出所）米国：連邦証券法、欧州：第七指令（78/660/EEC）、日本：金融証券取引法、日本：企業会計基準

1934 1978 2000 2010 現在

米国 連邦証券法制定
• 連邦証券取引委員会（SEC）によ
る連邦証券法（Securities-

Exchange Act）により連結決算情
報開示が義務化(1934)

日本 金融商品取引法改正
• 金融商品取引法の見直しを契機に
連結決算の情報開示が進む(2000)

EU 第七指令の制定 
• EUの第七指令（78/660/EEC）をEU

の前身であるEEC(欧州企業連合体)

が制定、欧企業に対し連結決算の作
成と公開を義務付け(1978)

2005

日本 企業会計基準見直し
• 企業会計基準(セグメント情報等
の開示に関する会計基準)が見

直され、セグメント収益の開示を
義務化(2010)

1997 1999

独 セグメント開示基準制定
• ドイツ会計基準(DRS)において

セグメント別開示に関する基準が
制定(1999)

EU IFRSの強制適用 
• IAS適用命令によりEU域内で上場する企
業はIFRSに基づき連結財務諸表をセグメ
ント別開示することが義務化(2005)

米国 セグメント開示義務化
• 財務会計基準審議会(FASB)により

米国会計基準にてセグメント別の
開示が義務化(1997)
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ファイナンス起点でのデータドリブン経営の必要性

⚫ 多くの日本企業では事業部単位／エンティティ単位での予算管理が中心。

⚫ 組織横断の製品単位の解像度で損益状況を把握することにより、会計年度に囚われずローリン
グ予測を行い、市場環境・競争環境の変化状況に応じた機動的な経営判断ができる。

多くの日本企業 一部の先進的な企業

戦略/中計

年度予算

実績

予測/着地見込

戦略/中計

年度予算

実績

着地見込

✓ 毎年アップデート

✓ 中計 = Σ 事業/製品ライフ計画が基本

✓ 解像度の高い競合ベンチマーク

✓ トップダウンでの策定とコミュニケーション

✓ 生販計画と年度予算の連動性がある

✓ 製品単位に連結損益把握が仕組み化
（原単位がある）

✓ 製品単位に生販実績～会計実績がトレー
スできるため、予実差異要因特定が容易

✓ 12～18か月先をローリング予測

✓ 中計へフィードバック

✓ 最終需要変動や為替・市況変動による
財務影響をデジタルに試算できる

✓ 3年サイクルでのアップデート

✓ 中計 = Σ エンティティの成長率

✓ 過去の自社成長率や市場成長率など
マクロのベンチマーク

✓ ボトムアップでの策定

✓ 生販計画と年度予算の連動性は緩やか

✓ 製品単位の連結損益を把握できて
いない（原単位がない）

✓ 予実差異要因(数量差・単価差・為替

差等)の特定が困難

✓ “予測”プロセスが定着していない

✓ ボトムアップでの着地見込に専心

✓ 直近や前年実績に基づく、業績予想

あらゆる計画が有機的に連鎖し、トップダウン意思決定を支える
マネジメント・コントロール・システム

3か年中計から緩やかに年度予算にブレイクダウンされ、
年度予算管理に専心

※連携は緩やか ※中計更新の延長

※予算と生販計画が非連動のため実績乖離 ※予算とオペレーションが連動

エ
ン
テ
ィ
テ
ィ
レ
ベ
ル

製
品
レ
ベ
ル
？

製
品
レ
ベ
ル
か
ら
エ
ン
テ
ィ
テ
ィ
・
連
結
ま
で
繋
が
る

出所）過去の実績・知見等に基づきNTTデータ作成
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（参考）マネジメント・コントロール・システム：Intelの例

出所）昆政彦、大矢俊樹、石橋善一郎（2020）”CFO 最先端を行く経営管理”よりNTTデータ作成

戦略/中計

年度予算

実績

予測/着地見込

✓競合他社(AMD)、自社内の競合製品をベンチマークし、3年後の業績を複数シナリオで分析

✓中計 = Σ 製品ライン事業計画

✓毎年アップデート

✓トップダウンで業績予想に基づく次年度予算指示と、3製品事業間での人員・予算のせめぎ合い

✓各所に配置されたコントローラーが、PJT毎に予測キャッシュフローを作成し、PJTの優先順位を決定

✓年度予算(業績評価基準)、実行予算(6か月先の詳細計画)の2種類があり、実行予算を最新需
要予測や工場生産計画、台当たり原価計画、R&D進捗と連動させながら、3か月ごとにローリング

✓製品毎の台当たり原価（原単位）を把握する仕組みが構築、それがプロジェクト⇒事業⇒全社と積みあがる

販売数量
(予算・実績・予測)

台当たり原価
(予算・実績・予測)

× 製品別P/L
(予算・実績・予測)

=

PJT別P/L, C/F
(予算・実績・予測)

事業別P/L, C/F
(予算・実績・予測)

生販計画・見込

✓6か月先の実行予算(予測)を3か月毎にローリング

✓この実行予算更新サイクルに合わせて、より収益性の高い製品へ製造能力を分配するという、コントローラーが工場
に入り込んでいる

✓1985年に経営判断でDRAM事業を撤退するが、その時点で、8工場のうちメモリ工場は既に1工場に縮減されて
おり、本社/工場コントローラーが先回りして、不採算製品ラインの縮小を指示し、事業撤退の摩擦を極小化
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（参考）CFO部門の利益への貢献

⚫ 営業利益率が上がっている組織ではCFO機能部門が事業に踏み込んだ判断・提案・管理を実行
している割合が高い。

⚫ 営業利益率の増減は経済状況や市場環境にも影響されるため一概には言えないものの、CFO
機能部門がより事業に踏み込んだ関与を行うことで営業利益率への向上に資する可能性がある。

営業利益率が上がっている組織では、
CFO機能部門が事業に踏み込んだ判断・提案・管理を実行している割合がより高い

0% 25% 50% 75%100%

営業利益率が上がった

営業利益率が横ばい・

下がった

CFO部門が主管/関与 CFO部門の関与なし

0% 25% 50% 75%100%

営業利益率が上がった

営業利益率が横ばい・

下がった

CFO部門が主管/関与 CFO部門の関与なし

0% 25% 50% 75%100%

営業利益率が上がった

営業利益率が横ばい・

下がった

CFO部門が主管/関与 CFO部門の関与なし

営業利益の増減と各機能へのCFO部門の関与度合いの関係

商品・サービス・店舗などの損益実績分析
による運営改善・継続可否判断・提案への関与

新商品・サービスの原価目標・
価格設定提案への関与

広告宣伝費・販売促進費などの投資判断・
進捗管理・効果測定への関与

出所）日本CFO協会によるサーベイに基づきNTTデータ作成
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（参考）FP&Aによる支援を阻害する要因

⚫ FP&Aが正常に機能しビジネスに貢献するためには、スキル向上に加え、ファイナンス情報に関する
データやシステムの整備が前提となる。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに当てはまる

おおむね当てはまる

どちらともいえない

あまり当てはまらない

全く当てはまらない

FP&Aによる支援を阻害する要因

FP&Aで貢献を妨げる

問題の中でも

データ・システムの

要因は大きい

データ・
システム
の問題

人材・スキル
の問題

組織
の問題

支援している組織とのコミュニケーションが
うまくできない

上司から明確な指示・協力が得られない

自分が何をすれば貢献できるのかが不明確

支援している組織が自分を
どう活用して良いか理解していない

自分がどのような知識・スキルを
持っていればいいのかが不明確

自分が何をすれば評価されるのかが不明確

自分の知識・スキルの不足

人員が足りない・
ルーティング業務が多い

支援している組織に対する会計・
計数に関する教育・研修が不十分

データ管理ができていない

会計システム・ツールが不十分

出所）日本CFO協会によるサーベイに基づきNTTデータ作成
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1. 第３回研究会の振り返り

2. グローバルビジネスを展開する企業体における組織の在り方

3. 補論：ファイナンス

✓ 日本企業のファイナンス部門の現状とデータドリブン経営の必要性
✓ ファイナンス部門が果たすべき機能

4. 補論：デジタル

✓ IT部門が果たすべき機能

（参考）HR部門が果たすべき機能
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グローバル企業が備えるべき５つのファイナンス機能

⚫ この20年ほどの研究者と実務家の議論を通じて、グローバル企業が持つべきファイナンス機能は、ビ
ジネス・ファイナンス（FP&A）、アカウンティング（経理業務）、タックス（税務）、トレジャ
リー（財務管理）、IRの５つという共通理解に収斂。

ビジネス・ファイナンス
経営戦略・事業戦略の立案、それを
実行するための計画立案と分析

トレジャリー（財務管理）
グローバルで最適なキャッシュ・マネジ
メントを実現

アカウンティング（経理業務）
制度会計対応のみならず
計数管理に必要な財務数値を提供

タックス（税務）
グローバルレベルで税負担を最適化

IR
Investor Relations

投資家との対話を担う

ビジネス・ファイナンス

HQ

経営ボード
CFO

事業部

トレジャリー

アカウンティング

地域統括 ローカル

事業部トップ 地域統括トップ ローカルトップ

グローバル企業が備えるべき5つのファイナンス機能

タックス

IR

事業ファイナンスヘッド

ビジネス・ファイナンス

トレジャリー

アカウンティング

タックス

アカウンティング

事 業 軸 ・ 地 域 軸 ・ 機 能 軸 の マ ト リ ク ス で 連 携

出所）橋本勝則・昆 政彦・日置圭介 ”ワールドクラスの経営”(2020)及び先進的な取組を進める複数日本企業へインタビュー内容を参考にNTTデータ作成

ローカルファイナンスヘッド地域ファイナンスヘッド

SSC
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ファイナンス部門が整備すべき３つの基盤的仕組み

⚫ ①過去・現在の業績データを記録し、事業の収益特性を正しく分析。②マクロ・競合動向も踏ま
えた事業の将来に向けたインサイトを提供。③限りある経営資源であるキャッシュをでき得る限り
最適に調達、配分する。これらの基盤を、グローバル展開状況に応じて整備することが重要。

過去・現在の業績データを
記録・分析する基盤

３つの仕組みの整備に
必要な取組

グローバルビジネスを展開する
多くの日系企業の状況

出所）橋本勝則・昆 政彦・日置圭介 ”ワールドクラスの経営”（2020）、日本CFO協会（2023）「FP&Aベストプラクティス大全」等を基に作成

• コーポレート/事業/地域、それぞれのファイナンス機能は、
短期計画（予算）編成の旗振りや、予実分析に専心

• 中長期的な利益目標達成に資するアクション(ビジネス
開発、投資最適化、プライシングなど)への関与が薄い
➢ ビジネスを勝たせるための“パートナー”としての

役割が限定的

マクロ・競合動向を踏まえ
将来に向けたインサイトを
提供する基盤

• 本社と海外現法それぞれ個別で整備してきたIT
• 製品や顧客などの単位で連結損益が把握できない
• 損益情報の前提となる非財務情報も把握できない

➢連結業績管理の原単位が不確か

資本・キャッシュを調達・
配分、関連リスクを管理
する基盤

経営及び事業戦略策定への
関与（予算や予測への変換）、
外部環境分析や財務分析を
通じた洞察の提供

エンティティ単位ではなく製品・
サービス単位での連結損益の
把握

• CMSによるキャッシュの可視化はある程度進んでいるが、
各拠点の資金状況は月次で報告させているケースが多い

• 事業展開のためのフィナンシャルリスクを踏まえた資金調達
スキームや資金配分の優先度の検討など、FP&A等と連
携したビジネスパートナーとしての役割が求められるが、現
状は限定的
➢ グローバルを俯瞰したマネジメントが限定的

資金・資本配分ポリシーの策定、
グローバルでの最適を意識した
キャッシュ・タックス・関連リスク
マネジメントの実施
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ファイナンス部門が整備すべき基盤的仕組みと提供すべき能

⚫ グローバル共通言語である数字を扱うファイナンス部門においては、（SSC/GBSへの集約度合
い等の程度の差はあれど）デザインのバリエーションは大きくない。

パーパス・コアバリュー

5つのCFO機能

FP&A アカウンティング タックストレジャリー IR

3つの基盤となる仕組み

グローバルスケールで果たすべき機能

戦略目標設定
財務データに基づく予測・イ
ンサイトの提供を通じた中長
期目標策定支援

KGI/KPI設計・トレース
財務データに基づき年度目標
(財務/非財務)に対する実績を
モニタリング、ギャップ把握

シナリオプランニング
財務モデリングを通じて起こりう
るケースがもたらす影響をシミュ
レーションし、シナリオを提供

出所）橋本勝則・昆 政彦・日置圭介 ”ワールドクラスの経営”(2020)、先進的な取り組みを進める複数日本企業へインタビュー内容を参考にNTTデータ作成

IRストラテジー

企業価値を適切に評価
されるための戦略的なス
テークホルダーとの対話

マクロ・競合動向を踏まえ将
来に向けたインサイトを提供
する基盤

過去・現在の業績データを記
録・分析する基盤

資本・キャッシュを調達・配分、
関連リスクを管理する基盤

キャッシュ・マネジメント

資金及び取引の集約の考
え方とキャッシュポジション
把握頻度

タックス・マネジメント

税務コストに関するコンプ
ライアンスと最適化に向け
たアプローチ

オペレーションの
標準化と集約化
経理手続き、計画編成手
続き、計数把握に関わる標
準化とSSC/GBSの集約化
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ファイナンス機能が整備すべき基盤的仕組みとデザインチョイス

グローバル/トランスナショナル

出所）橋本勝則・昆 政彦・日置圭介 ”ワールドクラスの経営”(2020)、先進的な取り組みを進める複数日本企業へインタビュー内容を参考にNTTデータ作成

ファイナンスモデル

経営モデル

インターナショナル マルチナショナル

輸出型 グローバル最適化

業績予測・
インサイト提供

日本を中心とした事業
戦略の意思決定支援

グローバルでの事業戦略の意思決定支援：連結ベースでの事業戦略の計画への
変換（予測作成及び予算編成）、業績管理、財務分析（洞察の提供）

地域ベースでの事業戦略
の意思決定支援

オペレーションの
標準化と集約化

グローバルでのオペレーション標準化
SSC(シェアード・サービス・センタ)⇒GBS(グローバル・ビジネス・サービス)として発展

地域単位での標準化
地域内でのSSC化

本社オペレーションの
輸出と人材派遣

販社資金繰りに対
する本社からの支援

キャッシュ・マネジメント
地域単位での
資金・取引集約

グローバル本社に資金・取引を一元集約
グローバルでの資金状況を24h/365dのポリシーで把握

タックス・マネジメント
現地税制に対する
本社からの支援

地域単位での
税務戦略立案とリスク管理

税制メリットを最大化する観点からグローバルでの戦略業務という位置づけ
商流や移転価格などに踏み込み、税務コスト最適化に専心

IRストラテジー
海外市場戦略やリスク
に関わるIR材料の収集

（海外上場している場合）
現地投資家との関係醸成

経理部員のローテーション業務ではなく、IRに特化した専門チームを組成
海外機関投資家と積極的な対話

戦略目標設定
本社CFO部門トップダウ
ンでの戦略目標設定

本社CFO部門と
地域経営のすり合わせ中心

全社/事業を起点に戦略目標をトップダウン展開しつつも、各地域で生じるコ
ンフリクトを調和を取りながら戦略目標設定

KGI/KPI設計
本社CFO部門トップダウ
ンでのKGI/KPI定義

本社CFO部門と
地域経営のすり合わせ中心

全社/事業からのトップダウンKGI
グローバルKPIと地域固有KPIとの調和

シナリオプランニング
仕向国別の為替・地政
学・市況リスク分析

地域内サプライチェーンや
エンティティ毎のリスク分析

最終消費者のマーケット動向からグローバルでのサプライチェーン・バリュー
チェーン影響をシミュレーションをし、事業×地域跨るオプション立案

地域・国別最適化

過去・現在の
記録・分析

グローバルでの事業の過去・現在の業績データの記録・分析を通じて
製品・サービス単位でのグローバル連結損益の把握

地域単位での集約/分散、
責任/権限を設計

本社CFO機能が担う

キャッシュ調達・
財務リスクマネジメント

流動性・為替・金利・不正・地政学・税制といったファイナンス・リスクへの感度を高め、
グローバル俯瞰でのキャッシュポジション・タックス最適化を追求

販社ヘッド～本社CFO
部門の定点報告

地域ヘッド～本社CFO部
門の定点報告
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1. 第３回研究会の振り返り

2. グローバルビジネスを展開する企業体における組織の在り方

3. 補論：ファイナンス

✓ 日本企業のファイナンス部門の現状とデータドリブン経営の必要性
✓ ファイナンス部門が果たすべき機能

4. 補論：デジタル

✓ IT部門が果たすべき機能

（参考）HR部門が果たすべき機能
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企業におけるIT部門の位置づけ

⚫ グローバル展開拡大に伴う経営の複雑性をコントロールするためにはデジタル化は不可欠。
一方、旧来のIT部門は、“ITサービスを提供するバックオフィス的な役回り” になりがち。

⚫ IT部門は、BPRを含め、組織全体のビジネスプロセスの革新をリードする役割や、デジタルによっ
てビジネスパートナーとして新たな価値を創出するためのイネーブラーとしての役割が求められる。

グローバル競争力を高めるためのCIO旧来のCIO

IT（CIO）
IT整備・最適化

（開発・運用保守）

CFO/CHRO 等
（コーポレート）

事業
（ビジネス）

要望・
依頼

システム
提供

要望・
依頼

システム
提供

ITサービスを提供するバックオフィス

事業
（ビジネス）

CFO/CHRO 等
（コーポレート）

IT（CIO）

ITガバナンス

ビジネスやコーポレート戦略のイネーブラー

ITBP（IT-Business Partner）
ビジネスパートナーとして事業部門をサポートし、デジタルテクノロ
ジーを利用してビジネスモデルの革新等の新たな価値を創出する

BPM（Business Process Management）
プロセスオーナーの設定やプロセスの可視化・構造管理など、企業
全体でビジネスプロセスの最適化をリード。

イネーブラー

出所）NTTデータの各種案件実績を基に整理

プロセスの革新

OPs (ITオペレーション)
セキュリティやネットワーク、インフラ～アプリケーションの内製開発、
外部利用、運用保守等のオペレーション

CoE（Center Of Excellence）
新しい技術の研究や開発、データガバナンス、ITマネジメント等を
標準化し、企業全体に普及・統制
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グローバルITが整備すべき４つの基盤的仕組み

⚫ ビジネスプロセスを可視化し、End-to-Endで再構築することがデジタル戦略の大前提となる。
その上で、コーポレート機能と現場オペレーション領域のデジタル戦略を策定・実行。

⚫ こうしたグランドデザインの下で、データマネジメントや外部サービスも含めたアセット管理を行う。

４つの仕組みの整備に
必要な取組

グローバルビジネスを展開する
多くの日系企業の状況

ビジネスアナリシス

デジタル戦略の策定・
実行

データマネジメント

第一歩として、全社目線で業務
プロセス全体を可視化

IT部門がリードし、コーポレート
起点による全社目線のデジタル
戦略を策定・実行

経営判断に必要なデータが
タイムリーに把握できるよう、
情報の種類・粒度を揃え、
マスターデータを管理する

• 全社の業務プロセスが十分に可視化されていない
• プロセスの標準化・見直しを行う際の窓口や責任者

（プロセスオーナー）が設定されていない
➢各部門や現場で、独自の業務プロセスが作られる

• 各現場で業務効率化を目的とした個別IT整備
• M&Aを通じて獲得した会社のシステム等が散在
➢エンティティベースで発想が根強く、タテ割/個別最

適を打破するIT部門のリードが弱い

• データがサイロ化（部門間で共有されずに個々の部
門で独自に管理・活用）

➢同じ情報であっても、業務としての意味づけが異な
る、紐づけるコードが異なる、など横串比較可能な
情報を作ることが難しい

出所）NTTデータの各種案件実績を基に整理

アセット管理
シャドーITも含めた社内アセッ
トの把握と、非効率・不整合を
是正する

• 各現場で独自の業務効率化を進めることで
”シャドーIT”が発生 （CIOの管理下にないIT）

➢組織全体で情報を共有・活用するにあたって、デー
タが繋がらない、データ不整合等が引き起こされる
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IT部門が整備すべき基盤的仕組みと提供すべき機能

⚫ ERPなど、グローバルで１つのインスタンスが望ましいものの、現実的にはどこまでの単位（事業、
地域）で仕組みを統合・共通化するかは費用対効果を踏まえて設計することになる。

パーパス・コアバリュー

４つのCIO/CDO機能

BPM CoE OPsITBP

グローバルスケールで果たすべき機能

デジタル戦略の策定・実行
オペレーション変革、ビジネスモデ
ル変革、各種ポリシー（セキュリ
ティ等）の策定

アセット管理
クラウドサービスを含めた
H/W、S/Wへの投資・資
産管理、外部サービス管理

４つの基盤となる仕組み

CIO機能では
ない別の組織
が担いうる

現場オペレーション機能：CRM・SCP・MES 等
顧客関係、供給計画、製造実行など、具体的な業務を支援
するシステムを整備

コーポレート機能：ERP（会計・人事・SCM等）
会計、人事、サプライチェーン等の企業全体の活動を対象とし
て、一貫性のある情報提供/意思決定を実現

アプリケーション開発基盤
ソフトウェア開発を容易・効率的に進めるための環境と
ツールを整備

データマネジメント
社内のデータ資産をシステム間で連
携し、全社横断的にデータ活用する
ための各種標準・ポリシーの策定等

ビジネスアナリシス
プロセス可視化、プロセス構造
管理、ツール提供、標準化、
プロセスオーナーの設定等

内製化・外部ベンダーマネジメント
内外のリソースを活用するための要求定義

SSC設計管理
ビジネスプロセスのSSCへの集約

マスタデータ管理機能
一貫性と正確性を保ったマスタデータを管理・維持す
るためのシステムを整備

出所）NTTデータの各種案件実績を基に整理
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1. 第３回研究会の振り返り

2. グローバルビジネスを展開する企業体における組織の在り方

3. 補論：ファイナンス

✓ 日本企業のファイナンス部門の現状とデータドリブン経営の必要性
✓ ファイナンス部門が果たすべき機能

4. 補論：デジタル

✓ IT部門が果たすべき機能

（参考）HR部門が果たすべき機能
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グローバル企業が備えるべき４つのHR機能

⚫ この20年ほどの研究者と実務家の議論を通じて、グローバル企業が持つべき人事機能は、ビジネ
スパートナー（HRBP）、組織開発（OD&TD）、専門領域の企画・設計機能（CoE）、オ
ペレーション（OPs）の４つという共通理解に収斂。

出所）ウルリッチ, D.他（2010）”人事大変革”、橋本勝則・昆 政彦・日置圭介（2020）“ワールドクラスの経営”、有沢 正人・石川 恒貴（2022）“カゴメの人事改革”、リク
ルートワークス研究所（2015）”人事部の、今、あるべき形”等を基に経済産業省作成

OD&TD

HQ

経営ボード

CHRO

事業部

CoE

OPs

地域統括 ローカル

事業部トップ

SSC

地域統括トップ ローカルトップ

事業部HRヘッド 地域HRヘッド ローカルHRヘッド

パ ー パ ス ・ コ ア バ リ ュ ー ・ 行 動 規 範 等 の 浸 透 、 ハ イ ポ 人 材 開 発

人 事 制 度 の 企 画 ・ 整 備 、 異 動 管 理

ローカル
人事機能

リージョナル
人事機能

HRBP

グローバル企業が備えるべき４つのHR機能

Organization Development & 
Talent Development
企業文化と人材育成が密接にかかわる
ため、組織開発とタレント開発を集約

Center of Excellence
採用・処遇制度・能力開発等の個別
課題に特化

HRオペレーション機能
給与計算や支払い等のオペレーション
業務を担当

HR Business Partner

各事業部の戦略実行と成長を人材面
から支えるビジネスパートナー

第３回CX研究会
事務局提出資料
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グローバルHRが整備すべき３つの基盤的仕組み

⚫ 基盤となる３つの仕組みの整備にあたっては、日本国内を主とした考え方から脱却し、グローバル
全体をスコープとして取り入れることが必要。

グローバル・
グレーディング

キーポジションの設定

人材の可視化と
データベース化

３つの仕組みの整備に
必要な取組

グローバル統一の基準とすること

国内に閉じないキーポジション
の設定とする事

国内の可視化の仕組みを海外
にも展開すること

グローバルビジネスを展開する
多くの日系企業の状況

出所）有沢 正人・石川 恒貴 “カゴメの人事改革”(2022)、先進的な取り組みを進める複数日本企業へインタビュー内容を参考にNTTデータ作成

• 本社と海外現地法人がそれぞれ個別に
グレーディングを整備・運用

➢グローバル全体の共通言語が不在

• 本社内のキーポジションの設定しているが、
海外現地法人のキーポジションの設定は
海外現地法人へ任せる

➢本社から海外現地法人へのガバナンスに制限

• 本社内のキーポジションは可視化しているが、全従
業員の把握やシステム化は未対応

• また海外現地法人の人材は部分的な把握に止まる
➢全社の人材が不透明なため、全体最適な配置が

不可
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グローバルHRが整備すべき基盤的仕組みとデザインチョイス①

⚫ グローバル化の程度によらず整備すべき３つの基盤的仕組みの上に、ビジネスの状況に応じて
採りうるアプローチや深度が異なる人材戦略上の取組があり、唯一解はない。

OD&TD CoE OPsHRBP

４つのHR機能

グローバル・グレーディング
グローバル全体のジョブ/ロール
定義、同一基準での評価制度
の整備

キーポジションの設定
ビジネス上の重要ポストを特定し、
必要となるケイパビリティ・スキル
等を定義

人材の可視化とDB化
グローバル全体の社内タレン
トデータの見える化

３つの基盤となる仕組み

報酬制度の構築
報酬戦略（地域状況
を踏まえた報酬設定と
地域往来を踏まえた報
酬設定のバランス 等）

タレントマネジメント/
ローテーション
従業員のデータベースに基
づいた分析・機能的なタレ
ントローテーションの実現

サクセッションプラン
後継者の育成プロセス
の整備、候補者の選定
と育成等の実行

リソースアロケーション
ビジネス戦略に対応する形
で、全社の人的資本を機
動的に再配置

育成
従業員のスキルや知識を
高める育成活動や、キャリ
ア成長を促進する仕組み
を整備

採用
ビジネスの変化や人的資
本の需要を捉え、必要と
なる人員を確保

Diversity, Equity 
& Inclusion
企業価値向上等に向けて、
DEIをビジョンや組織文化
として浸透定着

グローバル化の状況に応じたデザインチョイス

出所）橋本勝則・昆 政彦・日置圭介（2020）”ワールドクラスの経営”、有沢 正人・石川 恒貴（2020）“カゴメの人事改革”等を基にNTTデータ作成

パーパス・コアバリュー
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グローバルHRが整備すべき基盤的仕組みとデザインチョイス②
セントラル人事 マルチナショナル人事 トランスナショナル人事

グローバル・
グレーディング

キーポジション
の設定

人材の可視化
とDB化

グローバル全体のジョブ/ロール定義、同一基準での評価制度の整備（グローバル全体の共通言語として定義）

日本側の経営層・事業部上位層
＋海外現法トップ（派遣者）

日本側の経営層・事業部上位層
＋地域統括トップ・海外現法トップ

CxO及び事業部・地域統括・ローカル
のトップと上位層、ハイポ育成ポジション

本社の全従業員＋海外現法のトップ
（派遣者）

本社の全従業員＋海外現法の上位
層（海外現法は各々でDB化）

グローバルの全従業員を可視化

出所）南和気 “人事こそ最強の経営戦略” (2018)、橋本勝則・昆 政彦・日置圭介 ”ワールドクラスの経営”(2020)、先進的な取り組みを進める複数日本企業へインタビュー内容を参考にNTTデータ作成 36

報酬制度 各国の労働市場等に応じた報酬制度を構築 グローバルグレーディングと整合した報酬制度を構築

タレマネ・ローテ 日本側と海外現法とで分断された配置・ローテーション キーポジションについてグローバル全体で適所適材で配置

サクセッション
海外現法側で独自の
サクセッションプランを策定するケースあり

キーポジションについてグローバル全体で最適
な人材を対象として育成・配置計画を策定

日本人従業員を対象として
育成・配置計画を策定

リソース
アロケーション

権限委譲により海外現法側での
採用を通じたリソースアロケーションを実施

国を跨いだ配置が可能な人材は
グローバル/リージョン内でリソースアロケーション

日本側のリソースアロケーション
＋海外現法への派遣

育成 日本側で人材育成を実施（海外現地法人は海外に任せる）
グローバルで全社員共通の人材育成を実施
（ローカル性の高いものはローカルで実施）

DE&I
国毎の事情（性別・年齢・宗教・人種等）
を踏まえ、各国でDE&I活動を推進/KPI評価

グローバル共通の基本ポリシーを言語化し
企業全体でDE&Iの共通認識を形成・浸透

採用
日本側と海外現法とで分断された採用
（海外現法トップは日本人を派遣）

日本側と海外現法とで分断された採用
（海外現法トップはローカル採用）

国を跨いで移動するハイポ人材はグローバ
ルで採用（ローカル人材は現地採用）

輸出型 国別最適化 グローバル最適経営モデル リージョナル最適

人事モデル
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